
（別紙様式４－１） 

職業実践専門課程として認定する専修学校の専門課程の推薦について 

文 部 科 学 大 臣 殿 

令和 8年 7月 31日 

下記の専修学校の専門課程を職業実践専門課程として認定する課程として推薦します。 

記 

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地 

早稲田文理専門学校 平成 22年 8月 10日 佐藤 直子 

〒 171-0033 

（住所） 東京都豊島区高田 2-6-7 

（電話） 03-5960-2611 

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地 

学校法人中央情報学園 昭和 62年 1月 30日 
理事長 

岡本 比呂志 

〒 352-0001 

（住所） 埼玉県新座市東北 2-33-10 

（電話） 048-474-6651 

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度 

商業実務 商業実務専門課程 ビジネス起業経営学科 令和 4(2022)年度 - 令和 5(2023)年度 

学科の目的 

マネジメント（組織経営）・財務会計・マーケティング・人事労務など企業経営に必要な知識やスキル、更にリーダーとしての能力を身につけ、将来独立開

業も可能なビジネス人材を育成。 

学科の特徴 

（主な教育内容、取

得可能な資格 等） 

マネジメント実践の学修を通して、マネジメント能力と戦略的思考を育み、会社を興し自ら経営者として世界で活躍できるビジネス起業家を育成する。ま

た、経営・会計・サービスの専門知識を習得し、学生の希望に合った業界・企業への就職を目指す。 

取得可能な資格：簿記検定（全経簿記、日商簿記）、Office関連（情報処理技能検定表計算、プレゼンテーション作成検定など）、TOEIC、外国人実務能

力検定など。 

修業年限 昼夜 
全課程の修了に必要な総授

業時数又は総単位数 
講義 演習 実習 実験 実技 

2 年 昼間 

※単位

時 間 、

単 位 い

ずれか

に記入 

- 単位時間 - 単位時間 - 単位時間 - 単位時間 - 単位時間 - 単位時間 

64 単位 32 単位 0 単位 32 単位 0 単位 0 単位 

生徒総定員 生徒実員(A) 
留学生数（生徒実

員の内数）(B) 
留学生割合(B/A) 中退率  

140 人 172 人 171 人 99 % 0 %  

就職等の状況 

■卒業者数 (C)        ： 90 人          

■就職希望者数 (D)     ： 73 人          

■就職者数 (E)        ： 73 人          

■地元就職者数 (F)     ： 0 人          

■就職率 (E/D)        ： 100 ％          

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)            

  0 ％          

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)            

  81 ％          

■進学者数 5 人          

■その他          

帰国、結婚など          

（令和 7 年度卒業者に関する令和８年５月１日時点の情報）          

■主な就職先、業界等 

（令和７年度卒業生） 

株式会社ラヴォックス、株式会社阪急トラベルサポート、株式会社パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス、相鉄ローゼン株式会社、株式

会社 ティーケーピー、株式会社レンブラントホールディングスなどにて総合職、営業職、事務職などの業務に従事 

第三者による 

学校評価 

■民間の評価機関等から第三者評価： 無           

※有の場合、例えば以下について任意記載 

評価団体：   受審年月：   
評価結果を掲載した 

ホームページＵＲＬ 
  



当該学科の 

ホームページ 

URL 

https://www.wbc.ac.jp/admission/startup/ 

企業等と連携した

実習等の実施状況

（Ａ、Ｂいずれかに

記入） 

（Ａ：単位時間による算定）             

 総授業時数 - 単位時間     

   うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 - 単位時間 
   

   うち企業等と連携した演習の授業時数 - 単位時間 
   

   うち必修授業時数 - 単位時間 
   

     うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 - 単位時間 
   

     うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 - 単位時間 
   

   （うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） - 単位時間 
   

              

（Ｂ：単位数による算定）             

 総単位数 64 単位     

   うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数 0 単位 
   

   うち企業等と連携した演習の単位数 8 単位 
   

   うち必修単位数 64 単位 
   

     うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数 0 単位 
   

     うち企業等と連携した必修の演習の単位数 8 単位 
   

   （うち企業等と連携したインターンシップの単位数） 0 単位 
   

               

教員の属性 

（専任教員に 

ついて記入） 

               

 

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校

等においてその担当する教育等に従事した者で

あって、当該専門課程の修業年限と当該業務に

従事した期間とを通算して六年以上となる者 

（専修学校設置基準第 41条第 1項第 1号） 0 人 

   

  ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第 41条第 1項第 2号） 3 人 
   

  ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第 41条第 1項第 3号） 0 人 
   

  ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第 41条第 1項第 4号） 1 人 
   

  ⑤ その他 （専修学校設置基準第 41条第 1項第 5号） 0 人 
   

  計 4 人 
   

             
   

 上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高

度の実務の能力を有する者を想定）の数 
2 人 

   
      

 

  



１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程の編成を行っていること。」関係 

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方針 

本校は、マネジメント（組織経営）、財務会計、マーケティング、人事労務など企業経営に必要な知識やスキル、さらにリーダーとしての能力を身につけ、将来独立開業も

可能なビジネス人材を育成することを目標とし、教育課程の編成にあたっては、参加企業・協会等と連携して、日本のビジネスパーソンに必要な実践的かつ専門的な能力を

育成することに注力している。 

本校の教務会議規定に従って、経営部門に精通した業界団体、企業からの委員が参加する「ビジネス起業経営学科教育課程編成委員会」において、学校自己点検・自

己評価の状況、その他学校が提供する情報、カリキュラム実施状況、業界・就職先企業の動向などを総合的に検討し、当該年度の教育課程の改善と次年度の授業内容・

方法等を具体化させることにより、業界で必要とされる実務に関する知識、技術および技能を備えた人材の育成を目指す。 
 

（２）教育課程編成委員会等の位置付け ※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記  

教育課程編成委員会を学校長のもとに設置する。教育課程の編成は、本校教務規程および教育課程編成委員会規程に基づき、企業等の委員、校長、教務主任、学科

長などの参加による教育課程編成委員会において、実施年度の教育課程の評価・改善と次年度の教育課程編成の基本方針を決定する。 

各年度において、第一回委員会では、前年度の教育課程の実施状況について評価・検討し、改善策の検討を行う。第二回委員会は、当該年度の教育課程の評価・改善

を行うとともに、委員等から行われる AIを含む IT業界の動向と企業等で必要とされている人材像や人材要件の提示、授業科目および内容の提案、専門教員の要件およ

び派遣提案、実習を取り入れる場合の企業等の提案、卒業後の人材受け入れ先企業の提案などを受け、次年度教育課程編成の理念と基本方針を策定し、そのもとで教務

会議は、次年度の教育課程を編成し、実行する。 

 

 

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿  

                  令和 8年 7月 31日現在    

  名 前 所   属 任期 種別    

  中村 晶 一般社団法人 日本ビジネス能力認定協会 理事 
令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
① 

  
 

  米澤 豊 株式会社ビーアライブ 代表取締役 
令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
③ 

  
 

  森出 健則 株式会社フジランド 総務部 
令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
③ 

  
 

 杉岡 充敏 株式会社グッドニュース 代表取締役社長 
令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
③ 

 
 

  岡本 比呂志 学校法人 中央情報学園 理事長  
令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
－ 

  
 

  佐藤 直子 早稲田文理専門学校 校長  
令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
－ 

  
 

  花井 伸也 早稲田文理専門学校 教育主幹 
令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
－ 

  
 

  眞田 興丸 ビジネス起業経営学科 学科長 
令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
－ 

  
 

  小嶋 正寛 ビジネス起業経営学科 副学科長 
令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
－ 

  
 

 ※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。 

 （当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。） 

   ①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。） 

   ②学会や学術機関等の有識者 

   ③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員 

 

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期  

（年間の開催数及び開催時期）           

年 2回以上（3月、8月）  

（開催日時（実績））  

第１回 令和 7年 8月 27日 10:00～12:00  

第２回 令和 8年 3月 25日 15:00～17:00  

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況  

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。  

■令和 8年 3月 25日の教育課程編成委員会における企業等の委員からの意見「日本語力に加えて、日本的な考え方を理解して行動できる力も必要で、そうした能力の

習得を目指せる資格試験も活用したい」というお話があり、「事務・生産管理Ⅱ」の授業にて「労務、労働法」についての授業を実施していたが、さらに内容を見直し、LPエデ

ュケーション社の「外国人雇用管理主任者認定講座」を実施。学生の理解度も高く 90名全員が合格したことから、次年度も継続して実施していく。 

■令和 7年 8月 27日の教育課程編成委員会における委員から「日本語力について資格取得だけでなく、面接時などの実際の対応力の必要性を実感される。」という採用

企業からの話があり、「職業とキャリアⅡ」および「総合教養Ⅱ」の授業にて社会人マナーの中でも訪問時、初見時などの対応能力向上を目的とした実習を実施。 

 

（別途、以下の資料を提出）  

＊ 教育課程編成委員会等の位置付けに係る諸規程  

＊ 教育課程編成委員会等の規則  

＊ 教育課程編成委員会等の企業等委員の選任理由（推薦学科の専攻分野との関係等）※別紙様式３－１  

＊ 学校又は法人の組織図  

＊ 教育課程編成委員会等の開催記録  



２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係  

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針  

様々な求人のニーズに沿った実践的かつ専門的な教育課程を実施するために、連携企業を中心として、カリキュラム・シラバスの作成、授業方法・実習の提案、講師派

遣、教員研修、学生評価について協定書（業務委託契約）を受託企業と締結し、実施する。 

実施にあたっては、教務会議が受託企業との定期的な報告会議の場をもち、進捗管理と問題解決を行う体制とする。担当科目に配置された専任教員は、企業からの派

遣講師と連携し、授業内容の評価・改善を逐次行うとともに、企業等との連携により開催される研修に参加することにより専攻分野における実務の技能向上を図る。学生評

価については、企業による一次評価を受けて、担当科目の専任教員が行う。 

 

 

（２）実習・演習等における企業等との連携内容 

※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記 
 

「販売知識」「ビジネスマナー」について資格取得を通じて理解させるための連携授業を段階的に実施する。日本企業での基本的なビジネスマナーの習得として、連携企

業による実習において実践的に体験、学ぶことで就業へと結び付けるものである。 

外国人留学生は連携協会主催の「外国人実務能力試験」や「外国人雇用管理主任者認定試験」の合格を目指す。 

 

 

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。  

  科 目 名 企業連携の方法 科目概要 連 携 企 業 等    

  
職業とキャリアⅠ 

（１年次） 

１．【校内】企業等からの講師が全て

の授業を主担当 

販売・流通・貿易・ホテル・観光など様々な業界への就労を可能

するビジネスパーソンとしての知識、姿勢をロールプレイングを通

じて実施。連携協会からの評価を実施する。 

一般社団法人 

日本ビジネス能力認定協会 
  

 

 
マーケティングⅡ 

（２年次） 

１．【校内】企業等からの講師が全て

の授業を主担当 

日本の販売・流通業界における知識、戦略を理解し、連携企業

に新人研修の一部を体験、知識の理解、就労意欲の評価を実施

する。 

※ この科目は旧課程の「企業・業界研究Ⅱ」に相当する。 

株式会社エムアンドアール 

 

 

   

（別途、以下の資料を提出）  

＊ 企業等との連携に関する協定書等や講師契約書（本人の同意書及び企業等の承諾書）等  

  



３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係  

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針  

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記  

教員に対する研修は、当校研修規程に基づいて、教務会議が、①専攻分野等における実務に関する研修、②授業方法・生徒指導など教員の資質向上に関する研修、

③学校評価・マネジメントなど学校運営に関する研修と研修内容を３分類し、教員評価にもとづき、業務経験や能力、担当する授業科目や授業以外の担当業務に応じて、

必要な研修を各教員に計画的に実施する。 

専攻分野に関する研修においては、連携企業から講師を招いて校内で実施する研修と連携企業の研修会に専攻分野にかかわる教員が参加する研修で実施する。 

教務会議は、上記方針のもと、教員に対する研修の年間計画を策定し、外部の研修に参加する教員をサポートし、その研修内容を参加した教員の校内報告会などで他

の教員と共有し、教員の資質向上に向けて、組織的、計画的に実施する。 

 

 

 

 

（２）研修等の実績  

①専攻分野における実務に関する研修等  

  研修名： 全経特別講演会「ＡＩ時代における簿記の重要性と効果的な教え方」 連携企業等： 公益社団法人 全国経理教育協会    

  期間： 令和 7年 5月 30日 対象： 教職員    

  内容 ＡＩ時代においての簿記の有用性・役立ちについて、簿記初心者に対する導入教育についてなどを講演    

  研修名： 生成 AIで実現する生産性向上・業務効率化 連携企業等： 東京商工会議所    

  期間： 令和 7年 4月 23日 対象： 管理者    

  内容 生成 AIの活用と留意点、ツール紹介、仕事術、生成 AIを職場に広げるステップ    

②指導力の修得・向上のための研修等  

  研修名： 全経セミナー「マナー教育の必要性と効果的な教え方」  連携企業等： 公益社団法人 全国経理教育協会    

  期間： 令和 7年 12月 10日 対象： 教職員    

  内容 「マナー教育の必要性と効果的な教え方」 ―外国人の視点から考えるマナー教育―    

（３）研修等の計画  

①専攻分野における実務に関する研修等  

  研修名： 業務効率向上のための時間管理 連携企業等： 株式会社インソース    

  期間： 令和 8年 12月 1日 対象： 経営者、従業員、教職員等    

  内容 タイムマネジメント手法やタスク管理方法など業務の効率化・スピード化のための知識を習得します    

②指導力の修得・向上のための研修等  

  研修名： 外国人雇用支援 無料セミナー 連携企業等： 外国人雇用支援センター事務局    

  期間： 令和 8年 7月 28日 対象： 経営者、従業員、教職員等    

  内容 『秩序ある共生時代 』の外国人雇用 知らないうちに不法就労？～厳格化する技人国審査～    

  研修名： AI（人工知能）活用 連携企業等： 株式会社インソース    

  期間： 令和 8年 12月 1日 対象： 経営者、従業員、教職員等    

  内容 AIの概要とビジネス現場における具体的な活用場面など、AIを活用するための知識を習得します    

（別途、以下の資料を提出）  

＊ 研修等に係る諸規程  

＊ 研修等の実績（推薦年度の前年度における実績）  

＊ 研修等の計画（推薦年度における計画）  

  



４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の

関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係 
 

（１）学校関係者評価の基本方針  

業界団体・企業、高等学校等の役職員及び当学園関係者から構成される学校関係者評価委員会を設置し、委員会において、当学園の自己点検・自己評価委員会が、

「専修学校における学校評価ガイドライン」（文部科学省：令和 7年 6月）、「東京都版自己点検評価項目」（東京都生活文化局：令和 8年 4月）、及び「学校法人中央情報

学園における学校評価に関する要綱」(学校法人中央情報学園：平成 24年 6月 1日)に基づいて取りまとめた自己点検・自己評価報告書を評価し、学校運営に関する改善

のための助言及び支援を行うことを基本とする。委員会では、前年度自己点検・自己評価報告書をもとに、学校関係者が評価、検討を行う。その後、学校関係者評価報告

書をホームページにてその内容を公開するとともに、改善提案を自己評価改善方策の検討において活用し、次年度の重点目標の設定や具体的取組の改善を図る。 

 
 
 

 

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応  

  ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目    

  
（１）教育理念・目標 

【東京都版】項目 1-1 

教育理念、目的、養成する人材像の設定 
   

  
（２）学校運営 

【東京都版】項目 6-2、6-3、4-1、4-2 

管理運営体制、学校評価の実施、教員組織の編成 
   

  
（３）教育活動 

【東京都版】項目 2-1、2-2、4-3 

教育課程の編成、授業の実施、教員の資質向上（FD） 
   

  
（４）学修成果 

【東京都版】項目 2-3、2-4 

単位・卒業認定、学修目標の達成状況、進路実現 
   

  
（５）学生支援 

【東京都版】項目 3-3、3-4 

多様な学生への支援、生活・健康・キャリア支援 
   

  
（６）教育環境 

【東京都版】項目 5-1、5-2 

施設・設備の整備、安全対策、防災組織 
   

  
（７）学生の受入れ募集 

【東京都版】項目 3-1 

アドミッション・ポリシー、募集、選抜、定員管理 
   

  
（８）財務 

【東京都版】項目 6-1 

中期事業計画と安定した財務基盤の確立 
   

  
（９）法令等の遵守 

【東京都版】項目 5-2、6-4 

学校保健安全法等の遵守、情報の公表義務 
   

  
（１０）社会貢献・地域貢献 

【東京都版】項目 6-3-①、6-4-② 

外部意見（地域等）の活用、社会からの理解促進 
   

  
（１１）国際交流 

【東京都版】項目 2-1-②、3-3-② 

留学生向け授業、留学生の在籍管理・交流 
   

※（１０）及び（１１）については任意記載。  

（３）学校関係者評価結果の活用状況  

■令和 7年 8月 27日の学校関係者評価委員会における企業等の委員からの意見「WSDBやヨリソルといったデジタル化の取り組みは、引き続き積極的に推進していくべ

きである。」を受けて、現在業務で使用している様々なシステムを一元管理できる統合型スクールマネジメントシステム「ヨリソル」への移行準備を開始しており、早期の運用

開始に向けて推進していく予定である。 

■令和 7年 8月 27日の学校関係者評価委員会における企業等の委員からの意見「発表会はアクティブラーニングの観点および 1年生の就職活動への意識向上にもつ

ながると期待されるとともに、多くの企業や学生の出身校関係者を招くことで、進路先および入学生の増加が期待される。」を受けて、今年度は企業関係者を招致する体制

を強化し、学生の就職意識の向上を推進していく。 

 

 

 

 

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿  

                  令和 7年 7月 31日現在    

  名 前 所   属 任期 種別    

  清水 雅己 
埼玉工業大学工学部教授 

前埼玉県立大宮工業高等学校長 

令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
校長等 

  
 

  竹中 輝夫 株式会社）ティー・アイ・シー 特命顧問 
令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
企業等委員 

  
 

  廣嶋 祐子 
東京商工会議所 

人材・能力開発部 人材支援センター 所長 

令和 8年 4月 1日～ 

令和 9年 3月 31日（1年） 
地域等委員 

  
 

 ※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。 

 （例）企業等委員、PTA、卒業生、校長等 
 

                   

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期  

  （ホームページ ・ 広報誌等の刊行物 ・ その他（           ））  

  URL： https://www.wbc.ac.jp/school/information/    

  公表時期： 令和 7年 8月 31日  

（別途、以下の資料を提出）  

＊ 学校関係者評価委員会の企業等委員の選任理由書（推薦学科の専攻分野との関係等）※別紙様式３－２  

＊ 自己評価結果公開資料  

＊ 学校関係者評価結果公開資料（自己評価結果との対応関係が具体的に分かる評価報告書）  

https://www.wbc.ac.jp/school/information/


５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に関する情報を提供していること。」関係  

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針  

当校は、公的な教育機関として、学生、保護者、業界関係者、地域住民などに、教育活動その他学校運営情報を提供する。とりわけ実践的かつ専門的な職業教育を実

施するにあたり、当校に対する理解・評価を促進し、関係業界・企業等との連携を推し進め、教育活動の改善と社会的信頼を得ていくことを目指す。 

情報提供する項目については、文部科学省「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」に準拠する。 

  

 

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応  

  ガイドラインの項目 学校が設定する項目    

  

（１）学校の概要、目標及び計画 

（１）教育理念・校訓・教育方針および教育目標 

（２）理事長及び校長名、所在地、連絡先等 

（３）学校の沿革、歴史 

（４）学校保健安全計画 
  

 

  

（２）各学科等の教育 

（１）入学者に関する受入れ方針及び収容定員、在校生数 

（２）カリキュラム 

（３）進級・卒業の要件等 

（４）学習の成果として取得を目指す資格 

（５）卒業者数、卒業後の進路   

 

  

（３）教職員 
（１）教職員の組織 

（２）教職員数 
  

 

  

（４）キャリア教育・実践的職業教育 

（１）キャリア教育への取組状況 

（２）実習・実技等の取組状況 

（３）就職支援等への取組支援 
  

 

  

（５）様々な教育活動・教育環境 
（１）学校行事への取組状況 

（２）課外活動 
  

 

  
（６）学生の生活支援 （１）学生支援への取組状況 

  

 

  

（７）学生納付金・修学支援 
（１）学生納付金の取扱い（金額、納入時期等） 

（２）奨学金、授業料減免等の経済的支援措置 
  

 

  

（８）学校の財務 
（１）学校の財務状況 

 貸借対照表、資金収支計算書、事業活動収支計算書、財産目録 
  

 

  

（９）学校評価 
（１）学校自己評価報告書および評価結果を踏まえた改善方策 

（２）学校関係者評価報告書および評価結果を踏まえた改善方策 
  

 

  

（１０）国際連携の状況 
（１）留学生の受入れ状況 

（２）外国の学校等との交流状況 
  

 

  
（１１）その他 （１）学則 

  

 

※（１０）及び（１１）については任意記載。  

（３）情報提供方法  

（ホームページ ・ 広報誌等の刊行物 ・ その他（           ））  

  URL： https://www.wbc.ac.jp/school/information/ 
 

   

  公表時期： 令和 7年 10月 1日  

 

  



（別紙様式４－２）                         

 授業科目等の概要 

  

（商業実務専門課程 ビジネス起業経営学科） 

分類 

授業科目名 授業科目概要 
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専 
 

任 

兼 
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1 ○     

ビジネスコミュ

ニケーション

Ⅰ 

職場での円滑な業務遂行に不可欠なコミュニケーショ

ンスキルの修得、および現代の実務に即したデジタル

情報伝達の基礎を構築する。  

1通 64 4 ○ △   ○   ○     

2 ○     
職業とキャリ

アⅠ 

将来の目標を立て、卒業後の職業人生を主体的に設

計し、その実現に向けて実行できるようにする。 
1通 64 4 △ ○   ○     ○ ○ 

3 ○     ICT活用Ⅰ 

コンピュータ操作の基本、WordやExcelの使い方の基

本を学び、簡単な文書や関数、グラフを作成すること

ができる。  

1通 68 2 △ △ ○ ○   ○     

4 ○     
生成 AI･情報

学基礎 

生成 AI の原理や基盤技術、使用にあたってのリテラ

シーを学び、適切で効果的な活用ができるための力を

身につける。 

1通 64 4 ○ △   ○   ○     

5 ○     経済・経営学 

経営の基本用語から経営戦略、マネジメント、会計と

浅く広く知識をつけ、講師作成のプリントなどで日本の

マクロ経済について理解する内容 

1通 64 4 ○ △   ○     ○   

6 ○     
マーケティング

Ⅰ 

顧客視点、ニーズ＆ウォンツ、マーケティングミック

ス、ブランド戦略などのマーケティングの基礎知識を

習得し、戦略を理解できるようになる。  

1通 136 4 ○ △   ○   ○ ○   

7 ○     
人材マネジメ

ント 

LP エデュケーション協力のもと「外国人雇用管理主任

者」資格取得に向けた、入管法と労基法を憶える授業 
1通 68 2 ○ △   ○     ○   

8 ○     財務会計 

全経簿記検定 3 級から 2 級工業、2 級商業までの資

格取得を目指す。 

日本の会計処理を理解する内容 

1通 68 2 ○ △   ○     ○   

9 ○     ビジネス英語 
ビジネス英会話を中心に、TOEICL&R 取得を目指す

内容 
1通 68 2 △ ○   ○     ○   

10 ○     
ビジネスプラン

ニング 

ビジネスプラン作成の基本、売れるしくみ、差別化など

グループ、ないし個人で考え提案できる内容 
1通 68 2 △ ○   ○     ○   

11 ○     総合教養Ⅰ 
ビジネスで通じる総合的な日本語力を身に付け、プレ

ゼンテーション力を養う。  
1通 68 2 △ ○   ○   ○     

12 ○     

ビジネスコミュ

ニケーション

Ⅱ 

様々なビジネスフレームワークを活用した論理的な情

報整理や、1 文をシンプルかつ的確にまとめる文章力

を極め、実務に直結する発信力を高める。 

2通 64 4 ○ △   ○   ○     

13 ○     
職業とキャリ

アⅡ 

日本社会における制度および就労の特徴を理解する

とともに、自身の興味･価値観･能力に基づき将来の

キャリアを主体的に構想する力を養う。 

2通 64 4 ○ △   ○   ○     

14 ○     ICT活用Ⅱ 

Excel, PowerPointの応用的な使い方を学び、表やグ

ラフを駆使したビジネス文書やプレゼンテーション資

料の作成技術を学ぶ。 

2通 68 2 △ △ ○ ○   ○     

15 ○     経営戦略論 

起業家理念（リーダーシップ）や経営戦略について学

び、企業を継続的に経営する方法を理解する内容、

MGゲーム実習も行う 

2通 64 4 ○ ○   ○   ○     

16 ○     
経営マネジメ

ント 

組織の目標設定、達成のためのノウハウを学び、経

営資源のマネジメントについて理解できる内容 
2通 64 4 ○ △   ○     ○   



17 ○     
マーケティング

Ⅱ 

企業、商品（サービス）の認知度をどう高めるか？小

売・流通業界を基準に顧客獲得、売上アップについて

考える、従業員としての振舞いも含めて学習する内容 

2通 136 4 △ ○   ○   ○ ○ ○ 

18 ○     財務分析 

1 年次の継続だが、合格者別にクラス編成をし、就職

に有利な日商簿記検定 3 級合格を最終目標とする。

日本の会計処理を理解する内容 

2通 68 2 ○ △   ○     ○   

19 ○     
プレゼンテー

ション技法 

企画書プレゼンの流れ、日本語の発音、コミュニケー

ションの取り方といった発表の基本から、聞く側の思

考などを理解する内容 

2通 68 2 ○ △ △ ○   ○     

20 ○     
創業プランニ

ング 

創業・企画書の作成、全情協主催の BPC 大会受賞を

目指したプラン作り、卒業制作にもつながる内容 
2通 68 2 ○ △   ○     ○   

21 ○     総合教養Ⅱ 
ビジネスで通じる総合的な日本語力を身に付け、プレ

ゼンテーション力を養う。  
2通 68 2 ○ △   ○     ○   

22 ○     卒業制作 

2 月開催の展示会、卒業制作展での展示に向けて、2

年間の学習成果を制作。制作物として物販用の小冊

子やビジネスプランの展示物を作成する。 

2通 68 2 △ △ ○ ○   ○     

合計 22 科目 64 単位（単位時間） 
 

                
 卒業要件及び履修方法 授業期間等 

 卒業要件： 出席率 80％以上かつ取得すべき単位の全てを取得すること １学年の学期区分 前・後 期 

 履修方法： 必要科目のすべてを履修すること １学期の授業期間 18 週 

 （留意事項） 

 １ 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合については、主たる方法について○を付し、その他の方法につ

いて△を付すこと。 

 

 


